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（９）町会・自治会運営事務サポート 

◆ 予算額  ６００千円 

◆ 事業開始 令和元年度 

◆ 目 的   町会・自治会の運営に係る事務処理をサポートし、役員等の負

担を軽減する。 

◆ 内 容   会の運営に関する資料（会議録・予算書・決算書など）や 

補助金の申請に係る書類の作成を、専門家に依頼する際の経 

費を補助。 

 執行実績 （令和２年度） 

３件 １８０，０００円 

（１０）コミュニティ助成事業 

◆ 予算額  ２，５００千円 

◆ 目 的   一般財団法人自治総合センターが宝くじ受託事業収入を財源

とし、別途要綱に定められたコミュニティ活動に助成を行うこと

により、コミュニティの健全な発展を図るとともに宝くじの普及

広報事業を行う。 

◆ 内  容    区はコミュニティ活動に必要な設備や備品の調査・助成金

            の申請・購入手続きを行い、各町会・自治会へ物品譲渡する。 

◆ 執行実績 （令和２年度） 

０町会・自治会  ０円 

※一般財団法人自治総合センターより助成不採択だったため、実績なし 





















































































２. 戸 籍 住 民 課
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　戸籍住民課事務分掌

　１　戸籍届書の受理および整備に関すること。

　２　戸籍の附票の整備に関すること。

　３　戸籍および戸籍の附票等の管理に関すること。

　４　戸籍電子情報処理組織に関すること。

　５　相続税法による死亡通知に関すること。

　６　埋葬、火葬および改葬の許可に関すること。

　７　区民斎場に関すること。

　８　臨海部広域斎場組合との連絡調整に関すること。

　９　人口動態調査に関すること。

１０　課内他係に属しないこと。

　１　住民票の異動処理等に関すること。

　２　住居表示に関すること。

　３　住民基本台帳システムの運用に関すること。

　４　住民基本台帳ネットワークシステムの運用に関すること。

　５　個人番号カードの交付等に関すること。

　６　公的個人認証サービスに関すること。

　７　特別永住者証明書に関すること。

　８　中長期在留者および特別永住者の住居地に関すること。

　１　戸籍謄抄本および証明書の交付に関すること。

　２　住民票の写し等の交付に関すること。

　３　住民基本台帳の一部の写しの閲覧に関すること。

　４　戸籍の附票の写しおよび証明書の交付に関すること。

　５　印鑑登録および印鑑証明に関すること。

　６　身分証明および資格照会に関すること。

　７　行政サービスコーナーの運営に関すること。

証明交付係

戸籍届出係

住民異動担当
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１．戸籍事務

◆　予算額 　293,577千円

◆　内　容 国籍法、民法等の規定により成立する人の身分関係について、関係者からの各種
 届出等に基づき、戸籍原本に時間的序列に従って記録・登録する。
　  また、戸籍法の規定に基づき戸籍に記載された者のプライバシーの保護等を十分に

◆　執行実績

（１）　戸籍届出（事件）取扱件数

93 48

計 22,242 21,964 88,042 22,674 20,871 13,005 7,866

その他 156 186 136 154 141

348 20

不受理申出 184 185 177 179 167 121 46

戸籍訂正・更生 308 270 209 219 368

1,068 939

就　籍 1 1 1 0 0 0 0

転　籍 2,306 2,255 2,256 2,479 2,007

64 9

名の変更 29 16 29 21 13 10 3

帰　化 54 62 67 55 73

96 41

国籍取得 7 8 7 5 4 1 3

分　籍 143 145 145 169 137

8 1

入　籍 579 550 584 597 572 338 234

復　氏 9 14 11 12 9

5,587 3,197 2,390

失　踪 3 11 11 8 11

親権、後見 43 24 36 29

5,464

1,003 643 360

413 382 389 250 139

5,540 6,024 4,786 3,049 1,737

離　婚 1,150 1,137 1,156 1,111

81

養子離縁 59 78 62 59 69 43 26

56 25 31

養子縁組 265 262 242 224 198 117

3,502 1,680

国籍留保 88 91 107 93 79 6 73

戸籍届出係・証明交付係

        　　　　  （令和３年４月１日現在）
        　　　　  本籍数　　165,559戸籍　　　　本籍人口数　　379,978人

事件の種類 28年度 29年度 ２年度
２年度内訳

受理分 送付分

出　生

6 5

死　亡 5,313 5,277 5,467

20 20 0

77の2,75の2 348 382

認　知 91 76

婚　姻 5,739 5,677

63 70

        　　　　図りながら、関係者の請求等により戸籍謄抄本または記載事項の証明書を交付するこ
        　　　   とによって登録された内容を公開する。

                     戸籍法施行規則
                              　  　　   （制定　昭和22年12月29日　司法省令第94号）
                                       　  （改正　平成29年  9月  25日　法務省令第32号）

30年度 元年度

◆　目　的　　   戸籍法第１条第２項の規定に基づく法定受託事務として、国民の親族的な身分関係を
　　　　　　   登録・公証し、併せて日本国籍を有することを間接的に証明するための唯一の公簿であ
                     る戸籍原本等を整備する。

◆　根　拠 　  戸籍法 　　　　 （制定　昭和22年12月22日　法律第224号）
　                                         （改正　平成30年  ６月８日　法律第  41号）    

5,367 5,257 5,307 5,320 5,182
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（２）　戸籍編成、記載、消除に関する事務

（3）　戸籍付帯事務（身分関係事務）

（4）　区民葬儀券の交付事務

　葬祭業協同組合等と協定を結び簡素な標準的葬儀形式を定め、これにより執り行う葬儀に

対して、廉価で利用できるよう、区民葬儀券を交付している。

　（昭和４０年８月都から移管）

（5）　埋火葬許可証および改葬許可証の交付事務

　墓地、埋葬等に関する法律（昭和２３年５月３１日法律第48号）第５条に基づき、

死亡届または改葬許可申請書の受理に伴い交付している。

28年度 29年度 30年度 元年度 ２年度

2,926 2,953 3,135 3,118 3,237

74 59 57 76 56

元年度 ２年度

交付件数 30 32 39 48 92

埋火葬許可証

改葬許可証

破産確定決定通知 0 1 1

28年度 29年度 30年度

1 1

計 7,304 7,094 7,254 6,963 6,666

登記事項通知書 144 111 127 125 132

在外選挙人登録照会 120 87 71 81 18

相続税法58条通知 2,919 2,936 3,090 3,097 2,979

刑の時効完成通知 1 0 0 0 0

公選法11条通知 126 116 126 123 123

恩赦事項通知 0 0 0 21 159

執行猶予取消通知 7 9 13 12 6

民刑事務通知 78 96 67 85 68

刑の執行状況通知 117 95 105 97 96

既決犯罪通知 281 311 320 253 246

刑の消滅照会 227 257 250 265 178

元年度 ２年度

身分調査照会 3,284 3,075 3,084 2,803 2,660

3,276

7,166

3,234 3,249

区　分 28年度 29年度 30年度

6,605

3,382 3,220

7,563

区　分

新戸籍編成

全部戸籍消除

計 7,163 7,115

3,385

28年度 29年度 30年度 元年度 ２年度

3,887 3,881 3,917 4,181
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（6）　戸籍および身分に関する諸証明事務

全部・一部事項証明等

全部・一部事項証明等(除籍・原戸籍）

記載事項証明（届出・戸籍）

身分証明

受理証明

不在籍証明等

※コンビニ交付は令和３年１月１２日から開始

（7）　戸籍証明手数料

◆　戸籍のマイナンバー制度導入対応（令和元年法改正・令和６年開始予定）

全国の戸籍の副本情報を戸籍事務内において、各市区町村に法務大臣が情報提供できる全国システムが構築される。

全国の副本情報から作成された戸籍関係情報を行政機関がマイナンバー制度を通じて確認できる全国システムが構築される。

【具体的な変更ポイント】

①戸籍の届出における戸籍謄抄本の添付省略

②本籍地以外の役所で戸籍証明の発行が可能

③親族関係の証明が必要であった行政手続きでの戸籍証明の添付省略

④オンライン申請に必要となる戸籍電子証明書の発行

【主な対応】（予定）

●法務省 全国の市区町村をネットワーク化する新システムの構築と制度整備を進めている。

●品川区 本運用開始に向け区の戸籍情報システムの改修やデータ整備、運用体制構築などの準備を進めている。

令和元年度 「戸籍の附票」の除票の保存年限を5年から150年に変更

令和2年度 複本籍解消作業

全市区町村を代表して全国システムの開発や制度整備に係長1名を法務省に2年間派遣（令和２・3年度）

区システム　戸籍副本データ送信機能改修 （経費2,365千円　10/10国庫補助（法務省））　

区システム　「戸籍の附票」関係改修 （経費5,500千円　10/10国庫補助（総務省））　

令和3・４年度 「戸籍の附票」に生年月日・性別追加、戸籍の表示省略選択開始

「戸籍の附票」と全国の「住民基本台帳」情報突合による「戸籍の附票」への住民票コード附番

戸籍副本データの全国システムへの全件送信作業 （経費4,125千円　10/10国庫補助（法務省））　

全国システムへの個人識別符号の附番作業 （経費1,705千円　10/10国庫補助（法務省））　

令和４・５年度 区システム連携改修、システム運用テスト、新システム仮稼働・本運用開始

99,041

62,355,700 61,204,850 54,165,150

0

　戸籍記載事項証明

0

0

20,250

200

0471

0 03,545

4,053 3,895 2,503

247 233

458

0

12

14,007

2,7603,458

0

458

200

4,006 628875

392 314 318 260

　その他の行政証明 427 435

114,729

61,455,700

29年度

478

115,851

102,555

30年度

手数料収入(円) 63,549,150

有料件数(件) 117,791

135,579

元年度

149,854 147,994

２年度

113,690

0 0

11,770

28年度

計 152,468 149,705

　不在籍証明 470 398 375

　受理証明

　火葬許可書交付済証明 0 0 0

　受理証明（上）

0

335

0

4,383 4,107

2

0

4,217

125 155

　身分証明

9494

3,853 3,858 3,5454,240

102 85

00

00

　除籍記載事項証明 3 0 10 0

　届書記載事項証明

3 0 7 1

　戸籍抄本 12,262 11,70912,876 12,423

　除籍謄本・抄本
　改製原謄本・抄本

8,247

0000

証明交付係 地域センター

64,043

２年度
ｻｰﾋﾞｽｺｰﾅｰ

　戸籍謄本 74,538 74,341 73,620 40,842

区　分 28年度 29年度 30年度 元年度

55,671 52,909 54,592 54,651 54,739 51,222

8,452

1,004

2,596

72,659 742

262

２年度内訳

コンビニ交付

921

1,767
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◆　予算額　　　401千円

◆　内　容 　統計法による基幹統計で、国の人口動態把握のため品川区において受理した

出生・死亡・死産・婚姻および離婚の５種類の人口動態事象について、事件発

生ごとに調査票を作成して厚生労働省へ提出している。

　厚生労働省は、医学的見地から公衆衛生行政の基礎資料に活用している。

（区内在住外国人を含む。）

◆　根　拠 人口動態調査令

　　　　　（制定　昭和２１年　９月３０日　勅令第４４７号）

　　　　　（改正　平成２７年　１月３０日　政令第　３０号）

人口動態調査令施行細則

　　　　　（制定　昭和２３年　２月２４日　厚生省令　　　第６号）

　　　　　（改正　平成３０年　１０月　１日　厚生労働省令第120号）

◆　執行実績

　　人口動態調査 （件）

3,197

30

3,049

643

10,421計 10,755 10,652 10,916 11,164

3,737

離　婚 679 702 699 671

婚　姻 3,509

3,091

死　産 44 52 37 35

死　亡 2,916

元年度

出　生 3,607 3,488 3,597 3,630

28年度 ２年度

3,502

3,486 3,496

戸籍届出係

2,924 3,087

29年度 30年度

２．人口動態調査事務
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◆　予算額　　　75,037千円

◆　開館日 平成４年４月１８日

◆　目　的 人生最終の儀式を執り行うのに、ふさわしい区民斎場を区民の利用に供する。

◆　根　拠 品川区立区民斎場条例　　　　　（制定　平成4年3月30日　条例第10号）

品川区立区民斎場条例施行規則　（制定　平成4年4月16日　規則第74号）

◆　委託契約 会館業務は、東京都葬祭業協同組合品川支部に委託する。

◆　施設の概要 　①　名　称　　：品川区立なぎさ会館

　②　所在地　　：品川区勝島三丁目１番３号

　③　式　場　　：磯風の間・千鳥の間（２式場　定員各60名）

　④　会葬者控室：磯風の間・千鳥の間（２部屋　定員各36名）

　⑤　家族控室　　：磯風の間・千鳥の間（２式場　各６畳）

　⑥　式師控室　　：磯風の間・千鳥の間（２式場　各３畳）

　⑦　総延床面積：約１，２９４.５７㎡

◆　使用者 　①　区内に住所を有する者の葬儀を行う者

　②　区内に住所を有する者で葬儀を主宰する者

◆　使用料 ６５，０００円

◆　使用時間　 午後４時から翌日午後３時まで

戸籍届出係

３．区民斎場管理運営事務（なぎさ会館）
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◆　協定葬儀 　なぎさ会館で葬儀を行う場合、通常よりも割安な料金で葬儀を行えるよう

品川区と区内葬儀業者とで協定したもの。

①　桐ヶ谷斎場にて火葬した場合(税別）

Aタイプ　６３０，０００円　　　　　　Ｂタイプ　４９０，０００円

②　臨海斎場にて火葬した場合（税別）

Aタイプ　６0０，０００円　　　　　　Ｂタイプ　４6０，０００円

◆　休館日 １月１日および２日

◆　執行実績

・同時に２組の葬儀を行うことができる。

＊新型コロナウイルス感染症対策に伴い、当面の間、利用者は１日１組までとしている。

・利用件数は、通夜日で計算する。

・利用率は、休館日、友引前日を除いて計算する。

・平成29年度は、防災用発電機設置工事等のため10月21日から12月10日まで休館

・平成30年度は、バリアフリー化対策工事等のため10月15日から12月15日まで休館

・令和3年度は、エレベーター工事のため令和３年10月～令和４年１月頃に休館を予定

元年度

利用率（％）

28年度

243

40.2

２年度

利用件数 131

21.6

240

39.7

214

29年度

201

36.4 35.4

30年度

- 7 -



◆　予算額　　　　36,090千円

◆　事業開始 平成１６年　１月１５日

◆　目　的 　人生最終の儀式を執り行うのにふさわしい斎場を５区（品川、港、目黒、大田

世田谷)共同で運営する。

◆　根　拠 臨海斎場条例 （制定　平成15年　9月27日　　条例第1号）

（改正　平成29年　8月23日　　条例第1号）

臨海斎場条例施行規則 （制定　平成16年　1月  5日　　規則第1号）

（改正　平成24年　9月  1日）

臨海部広域斎場組合規約 （制定　平成11年10月20日）

（改正　平成31年　4月  1日）

◆　業務委託等 　火葬業務　　　：太陽築炉工業株式会社

　受付管理業務　：日本シティビルサービス株式会社

　設備管理業務　：株式会社ジェイレック

　清掃業務　　　：日本シティビルサービス株式会社

　屋外清掃業務　：大田幸陽会（大田区の社会福祉法人）

　ガスコージェネレーションシステム保守委託：大成温調株式会社

　売　店　　　　：ぴゅあ・さぽーと（品川区のNPO法人）

◆　施設概要 　

　　　　　　①　所　在　地　　大田区東海一丁目３番１号

　　　　　　②　敷 地 面 積　　約２２,５００㎡

　　　　　　③　建 築 面 積　　約　５,７００㎡

　　　　　　④　延 床 面 積　　約　７,６００㎡

　　　　　　⑤　施 設 内 容　　火葬施設：火葬炉１０基、待合室８室

　　　　　　　　　　　　　　   葬儀施設：４式場（式場・会葬者控室・遺族控室）

　　　　　　　　　　　　　　   柩保管施設：保冷庫２４基

　　　　　　⑥　主 要 構 造　　鉄筋コンクリート造（一部鉄骨造）地上２階

　　　　　　⑦　駐 車 台 数　　乗用車２４９台、大型バス１０台

４．臨海斎場運営事務（臨海部広域斎場組合）

戸籍届出係

- ８ -



◆　利用について

　　　　　　　　　　①火葬施設・葬儀施設とも施設予約システムで24時間受け付ける。

　　　　　　　　　　②特に利用者の制限はないが、組織区の方とそれ以外の方とでは利用料金が異なる。

　　　　　　　　　　③葬儀施設は貸館施設として運営する。祭壇や飲食物などは、葬家で用意する。

　　　　　　　　　　④遺族等控室は和室で、お通夜の際に仮眠できる。

　　　　　　　　　　⑤施設に従事する職員への心付け等の金品の授受は禁止する。

　　　　　　　　　　⑥花輪・たて看板は禁止。生花は式場内に限る。

◆休　館　日 火葬施設：１月１日～３日
葬儀施設：１２月３１日午後～１月３日午前

他に、施設管理に伴う臨時休館日を設ける。

◆使　用　料 ①火葬料　　※Ｈ30.4.1改定 （単位：円）

②柩保管料 （単位：円）

③その他の施設 （単位：円）

会葬者控室（64席）

午後5時～翌日午後4時

遺族等控室（14畳）
14,000 42,000

午後４時～翌日午後３時

区分 単位

葬儀式場（70席）
56,000 170,000

30,000 90,000

24時間ごと 3,000

午後２時～翌日午後１時

料　　金

品川・港・目黒・大田・世田谷 左区以外

20,000 60,000

施設名・使用時間

火葬待合室（５４席）

12歳以上

12歳未満

１柩

料金

左区以外

24,400※

品川・港・目黒・大田・世田谷

１火葬（火葬時間内）

40,000※

区分

料金

品川・港・目黒・大田・世田谷 左区以外

10,000

48,800※

80,000※
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◆事業主体 　
　　　　　　　※地方自治法に基づく一部事務組合

③所掌事務　：火葬場およびこれに併設する葬儀式場の設置および管理運営に
　　　　　　　関する事務

　　　　　　：地方債、使用料収入のほか、各区の負担金による。
　　　　　　　負坦割合は、均等割、利用実績等により算出する。

⑤議　会　　：議員定数５名。議員は、組織区区議会議長をあてる。

⑥管理者等　：正副管理者、監査委員は、組織区区長をあてる。

◆令和２年度利用実績

■　火　葬

■　式　場（告別式等）

94 12

構成比 100.0% 24.2% 3.9% 3.9% 60.2% 6.9% 0.9%

824

127

100

134

130

133

8

113

116

119

計 1,369 331 54 54

２月 99

３月 123 27

１２月 124

１月 111

29 5

９月 115

１０月 123

１１月 107

６月 113

７月 121

８月 109

世田谷 その他

４月 115

５月 109

28 5 3 71

17.5% 4.1% 3.5%

（単位：件）
計 品川 港 目黒 大田

63.3% 7.4% 4.2%

5,199 605 3441,435 336 290

750

１２月

１月

２月

３月

計

762

8,209

681

645

構成比

４月

５月

６月

７月

100.0%

８月

699

９月

１０月

１１月

98

24

832

①名　称　　：臨海部広域斎場組合（平成11年10月20日設立）

704

635

668

627

580

626

その他計 品川 港

122

目黒

②組織区　　：品川区、港区、目黒区、大田区、世田谷区

④建設および管理運営経費の支弁方法

（単位：件）

116

127 27

17 29

大田 世田谷

32

55

30

31

25

29

426

465 54

460

27 24 403

34 24 45

23

39 530

33 15 415

73

35

31

30

18

38

72 41

43 20

38 19

27

15

26 382 54

20 438 59

33 20

27

491

412

18 39120

27

57

386 47 32

18

26 6 5 76 6 2

7 1

29 1 4 63 11 1

24 3

4 3

30 6 4 60 7 0

8 75

29 9 3 69 5 0

4 75 7 0

2 73 11 2

10 1

37 0 5 60 7 0

7 2

17 2 4 64 12 0

27 5

28 4 7 63

5 75
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◆　目　的　

届出や、証明書などの交付申請ができるように、日曜開庁窓口を開設する。

◆　内　容 （１）取扱日時

　　　毎週日曜日：午前８時３０分から午後５時

　　　　（年末年始の日曜日は閉庁）

（２）取扱事務

　　　・住民票の異動の受付、写しの交付

　　　・印鑑登録、印鑑登録証明書の発行

　　　・特別永住者証明書の交付をともなう届出・申請

　　　・戸籍届出書の受領、戸籍謄本等証明書の発行

　　　・マイナンバーカード交付、通知カード返戻交付等

（３）沿革

　　　平成２０年１月６日開始

（４）実績（戸籍住民課所管分）

（５）全体（参考）

16,423

257,407

26,379

950

30年度 元年度

14,965

16,259

1,119

25,896

2年度

５．日曜開庁窓口

戸籍届出係・住民異動担当・証明交付係

14,84421,651

28年度 29年度

13,687

　平日の日中に区役所に来庁することがむずかしい方が、戸籍・住民票などの

30,821

206,105

14,636

19,043

897

24,923

231,028

26,612 12,833

734

22,193

305,496

各種届出（件）

各種証明（件）

その他
（相談等）

来庁者数

1,127

累計

28年度 29年度 30年度 元年度

283,303

2年度

処理件数 57,258 42,661 40,177 39,880 32,524

385,615

34,189 33,499 27,594

その他
（相談等）

3,860 3,232 3,031 3,024 2,091

33,361

累計 256,972 290,333 324,522 358,021

来庁者数 39,530
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◆　予算額　　73,236千円

◆　目　的 　戸籍と住民基本台帳の記載を関連付けて、住民の居住関係の公証等、

記録の正確性を確保する。また全国共通のシステムの運用を図り、行政の合理化と

住民の利便性を増進し、サービスの向上を図る。

◆　根　拠 住民基本台帳法

　　　　　（制定　昭和４２年　７月２５日　法律第　８１号）

　　　　　（改正　平成３０年１２月１４日　法律第　102号）

住民基本台帳法施行令

　　　　　（制定　昭和４２年　９月１１日　政令第２９２号）

　　　　　（改正　平成３０年　３月１６日　政令第　４９号）

◆　内　容 （１）戸籍事務関係

　 新戸籍編製に伴う附票の作成、住所変更通知に基づく附票の記載消除

 　戸籍の記載変更に伴う諸通知、市区町村間の照会連絡、附票に関する証明事務

（２）住民基本台帳事務関係

　転入・転出・転居・世帯の変更等の届出に関する事務および関係市区町村への通知事務

　 各種届出および戸籍の変動等に基づく通知による住民票の記録および修正事務

 　住民基本台帳に関する証明事務

（３）住民基本台帳ネットワークシステム関係

    本人確認情報の行政機関への提供、住民票の写しの広域交付、転出転入の窓口

　 手続きの簡素化、公的個人認証（電子証明書の発行）

（令和3年４月１日現在）

　世帯数　　　227,393世帯　　　　　住民登録数　　　　404,823人

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（うち外国人住民数　　13,991人）

◆　執行実績

（１）戸籍の附票 （件）

0

20,654

0

17,784

戸籍届出係・住民異動担当・証明交付係

13,088

3,249

0

19,760

3,383

６．住民基本台帳事務

元年度

4,183

29年度

3,881

12,516

30年度

3,917

12,594

区分

3,234

0

19,631

28年度

3,887

12,710

3,276

2年度

3,391

11,171

3,222

0

19,873

附票作成

附票記載・修正

附票除票

附票改正

計
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②戸籍の附票に関する諸証明事務 （件） （円）

（２）住民基本台帳

①　通知による住民票記載件数 （件）

②　異動届取扱件数 （件）

③　諸証明取扱件数 （件）

有　料　分

94,641

99,836

89,543

113,466 28,830

サービス
コーナー

39,128

38

1,060

戸籍住民課 地域ｾﾝﾀｰ

8,136

14,259

789

２年度

1,565

367

0

738

26,862,900

2,976

766 812

2,257

有料件数

計

大量閲覧

個別証明

2,224 4,447

8134,431

手数料収入（円）

合計

40,188

37,869

11,360,70028,908,000

263,852

241,676

832

4,654 8,487

2,095 8,5218357084,883

71,211,800

２年度

275,576

5,601

405

0

282,320

250,883

72,897,600

738

70,285,000 71,311,000

235,608

265,948

1,000

0

648

1,873

6,586

585

元年度

256,507

不在住証明

269,431

240,456

29年度

253,788

263,130

235,608

0

6,821

手数料収入

2,440,800

2,487,600

2,546,100

2,556,300

2,496,400

20,043

29年度

その他
(回復・帰化・
国籍取得等）

計

592

19,555

19,379

27,993

24,827

9,383

2年度

28年度

元年度

地域ｾﾝﾀｰ

転　入

1,868

29年度

28,250

2,255

20,350

19,896

2,844

1,015

1

0

729

29年度

1,206

132

30年度

316

1

0

0

85

10,414

707

6

地域ｾﾝﾀｰ

9,509

8,469

3,894

257

248

1

14,785

763

7

262

23,134

1 0

223

280 299

13,943

1,014

28,940

23,268

8,925

1,279

327

384

542498

245

住民異動係

18,484

16,358

5,489

949

344

271 195

506

5,998

458

0

889

110,796 96,822

77,847 77,459

257,777

30年度

28,269

22,878

8,394

1,105

621

2

元年度

80,716 57,582

319

698

9

2

249

22,192

8,542

1,086

563

268

死亡

出生

28年度

261,040

6,785

3,054

375

7,240

674

住民票の写し

記載証明

72,746,700

0

932

75,355

13,885

30年度

76,063

※コンビニ交付は平成２８年９月２０日から開始

5,766,000

28,830

3,237

335

7,310

28年度

28,830

コンビニ
交付

14,183

598

5

0

サービス
コーナー

30年度

635

元年度

3,811

２年度

5,054 757 569

3,738

680

計

その他

世帯分離

世帯変更

回　復

職権修正

ｺｰﾄﾞ修正変更

職権記載

8

330

11,907

11,604

11,068

10,858

28年度

27,352

22,020

8,882

1,039

職権削除

7,452

3,757

3,254

441

転　居

世帯合併

3,794

3,187

258

転　出

3,732

3,038

7,151

381

無料分

314

7,295

郵送窓口

11,992

コンビニ

110

計

8,292

8,358
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④　住民基本台帳ネットワークシステムの運用実績

※１

※１　住基法改正に伴い情報提供機関が地方公共団体情報システム機構へと変更になった

　　　ことにより数値は通知されなくなった。

※２　マイナンバーカード交付開始に伴い、平成２７年１２月末で住基カードの発行が終了。

※３　住基カード有効数は３月末日現在。

※４　マイナンバーカード交付開始に伴い、住基カードによる電子証明書発行が終了。

（３）主要国籍別外国人住民数 （人）

※　３月３１日現在

107 104

13,128

1,519

102

12,526

6,135

6,391

101

6,656

6,472

107

6,879

6,093

計

内
訳

男

女

13,991

7,112

13,262

6,523

6,739

インドネシア 150 160 164 179 159

1,335 1,403 1,563

175

フランス 172 188 197 215 212

国籍総数

タ　イ 185 194 196 188

その他 1,574

11,924

5,831

英　国 185 175 176 199 190

ミャンマー 233 249 293 288 272

ベトナム 409 501 557 606 576

インド 420 411 393 354 281

台　湾 532 567 611 702 666

米　国 561 577 618 633 594

ネパール 669 764 713 727 689

フィリピン 795 802 800 839 787

韓国・朝鮮 2,387 2,424 2,532 2,667 2,464

元年度 ２年度

3,891 4,111 4,449 4,820 4,544

国　　籍 28年度 29年度 30年度

1,350 1,472

484 480

住基カード申請

515 552

1,344 1,850 2,216 2,798

1,927 2,561 2,967

3,961

3,102 4,731

30年度 元年度 ２年度

1,499 1,304 1,265

122,633115,056 114,876 118,266 121,884

住基カード有効数

電子証明書の申請

376,500

424,800 439,500 446,400 389,400 376,500

424,800 439,500 446,400 389,400

19,666 16,408 13,159 10,449 7,259

付記・特例転出（情報要求）

28年度

広域交付（他市発行） 517

手数料収入（円）

内
訳

広域交付

住基カード

29年度

中　国

本人確認情報提供件数

本人確認情報更新回数

住基カード交付数

付記・特例転入

広域交付（窓口発行）
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７．外国人住民に係る在留関連事務

◆　予算額 　112千円

◆　根　拠 　  出入国管理及び難民認定法 （制定　昭和26年10月4日政令第319号）
　                                       　　　　    （改正　平成30年12月14日法律第102号）    

                     出入国管理及び難民認定法施行令

◆　内　容 （１）中長期在留者および特別永住者の住居地届出に関する事務
（２）特別永住者証明書交付に関する事務
（３）特別永住許可事務

◆　実　績 （１）中長期在留者および特別永住者の住居地届出に関する事務

※法務大臣あてに通知する住居地の変更届出件数

（２）特別永住者証明書交付に関する事務

（３）特別永住許可事務

住民異動担当

14
13 8 6 2

28年度
3,641

◆　概　要　　   平成２４年７月９日施行の住基法および入管法の改正により外国人登録法が

30年度 元年度
5 6

709

5,028

28年度 29年度

746

4,460

74

有効期間更新
4 6 4
97

11

記載事項変更
132 188

4 4

20 12

4,209

732

4,941

134 158 209

　　　　　　   廃止され、外国人住民は住民基本台帳の適用対象となった。これに伴い、新た
                      な法定受託事務として外国人住民に係る在留関係事務を実施している。

28年度 29年度

計
旧外登証からの切替

再交付

1
30年度 元年度

102

計 2,7124,490

57
2

1,983

転居 765 513849

3,714 4,319

 　           　　　　　　　　　　　　      （改正　平成28年9月  7日政令第302号）

　　　　　　　日本国との平和条約に基づき日本の国籍を離脱した者等の出入国管理に関する

                              　　　　　　　　　（制定　平成10年5月22日政令第178号）

転入 1,947 1,470

                                                        （改正　平成30年12月14日法律第102号）

　　　　　　　特例法施行令  　　         （制定　平成23年12月26日政令第420号）
 　　　　　　　　　　　　　　　　  　  （改正　平成27年   1月30日政令第  30号）

　　　　　　　特例法　　　　　　　　  （制定　平成  3年 5月10日法律第71号）

                      日本国との平和条約に基づき日本の国籍を離脱した者等の出入国管理に関する

２年度 住民異動係元年度30年度29年度

6
0

110

２年度
2

地域センター

477

252

729

２年度
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８．印鑑登録事務

◆　予算額　　2,127千円

◆　目　的　　印鑑の登録・証明に関する事務が、正確かつ迅速に処理され住民の利便を増進

　　　　　　するとともに、取引の安全に寄与する。

◆　根　拠　　　品川区印鑑条例　    　（制定　昭和５０年３月２５日条例第１２号）

　　　　　　　　　　　　　　　    　　（改正　令和２年１０月２３日条例第２３号）

　　  　　    　　品川区印鑑条例施行規則　　

　　　　　　　　　　　　　　 　　　　（制定　昭和５０年５月１５日規則第３９号）

◆　内　容　　　印鑑登録および印鑑証明に関する事務

◆　執行実績

（１）印鑑登録・印鑑証明取扱件数 （件）

コンビニ
交付

15,372

15,372

3,074,40010,529,900 16,946,250

（円）

証明交付係

5,363,400

　　　　　　　　　　　　　　 　　　　（改正　令和２年１０月２３日規則第５５号）

手数料収入 39,607,350 38,191,450 37,573,100 37,394,250 35,913,950

18,591

47,968 66,112 18,591
合計

148,040 144,999 144,387 145,706 148,041

印鑑登録
証明書 128,907 126,035 124,716 124,858 128,211 36,219 58,029

新規印鑑
登録数 19,133 18,964 19,671 20,848 19,832 11,749 8,083

戸籍
住民課

地域
センター

サービス
コーナー

印鑑登録者
総数 212,770 214,354 216,364 219,551 220,835

28年度 29年度 30年度 元年度 ２年度
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９．行政サービスコーナー

◆　予算額　　69,458千円

　　　　　　提供する。

◆　場　所　　①大井町駅ビル(大井１－２－１）　１階西側の一部　　５３．４㎡　　

　　　　　　　②武蔵小山駅前（小山３－２７－５）　　約１９．９㎡

　　　　　　　③目黒駅前（上大崎３－１－１　目黒セントラルスクエア１階）　111.34㎡

◆　内　容

（１）取扱時間　　　月～金：午前８時から午後７時

（２）休　　日　　　国民の祝日、年末年始

（３）業務内容 ： 利用できる方

・住民票の写し・住民票記載事項証明

 本人および同一世帯の家族、左記の者からの委任状持参者

・印鑑登録証明書  : 印鑑登録証持参者

・戸籍全部（個人）事項証明書・除籍全部（個人）事項証明書・平成改製原

　戸籍謄抄本・戸籍の附票 

本人および同一戸籍の家族、左記の者からの委任状持参者

・身分証明書 ： 本人および本人の委任状持参者

⇒以上全て即時交付

（４）図書等取次サービス

・武蔵小山サービスコーナーは、平成２２年８月１日から開始

・大井町サービスコーナーは、平成２３年７月１日から開始

・目黒サービスコーナーは、平成３０年４月７日から開始

 ※マイナンバーカード交付業務を令和３年７月中旬より開始予定

　　（平成18年１月16日開設   平成２１年３月２８日から施設整備工事のため

◆　目  的　　駅ビルや駅前に行政サービスコーナーを開設し、区民により一層のサービスを

　　（平成30年４月７日開設 　開設当初から証明交付等業務について委託導入）

　　（平成29年４月１日から証明交付等業務について委託導入）

　　（平成５年４月７日開設　　平成１５年１月業務拡大）

　　　休業し、武蔵小山創業支援センター内に、平成22年８月１日再開）

                              土・日・振替休日：午前１０時から午後３時

証明交付係

　　※荏原第一地域センターの移転に伴う機能統合により、令和３年７月２５日

　　　に閉所予定
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◆　　執行実績

（１）諸証明取扱件数 （件）

87,99596,439 99,986 96,688

29,757

81,256 85,573 86,188 83,978 79,757

93,317

6,104,700 5,723,850 4,953,000 4,671,600 3,847,200

図
書

31,727 33,398 33,923 32,551

小　計 19,038 17,838 15,320 14,395 12,396

295 301 268 243 206

外国人登録記載事項証明

106

身分証明書 151 120 124 114 115

309 203 217 222 185

戸籍の附票 122 139 117 94

1,255

戸籍個人事項証明書 714 785 684 623 260

5,865 5,294 4,467 4,147 3,219

戸籍全部事項証明書 2,007 2,085 1,865 1,779

155,879 133,416

武
蔵
小
山
サ
ー
ビ
ス
コ
ー
ナ
ー

住民票の写し 9,575 8,911 7,578 7,173 7,050

印鑑登録証明書

42,609

111,167 118,528 124,213 127,788 109,722
図
書

46,809 49,888 48,189 52,094

137,433 149,851 150,608

人数

貸出

手数料収入（円） 20,365,650 19,547,550 18,979,050 18,253,350 13,331,250

小　計 62,521 60,055 57,805 55,545 43,331

外国人登録記載事項証明

記載事項証明 924 1,030 989 926 671

身分証明書 561 567 542 626 353

戸籍の附票 553 689 569 581 364

除籍全部（個人）事項証明書
平成改製原戸籍謄抄本 890 921 885 931 576

9,688 5,655

戸籍個人事項証明書 2,543 2,870 2,787 2,536 1,160

24,083

印鑑登録証明書 17,349 16,000 14,853 14,196 10,469

大
井
町
サ
ー
ビ
ス
コ
ー
ナ
ー

住民票の写し 30,013 28,354 27,328 26,061

戸籍全部事項証明書 9,688 9,624 9,852

手数料収入（円）

区　分 28年度 29年度 30年度 元年度 ２年度

返却

人数

貸出

返却

除籍全部（個人）事項証明書
平成改製原戸籍謄抄本

記載事項証明

目
黒
サ
ー
ビ
ス
コ
ー
ナ
ー

住民票の写し 6,989 8,188

戸籍全部事項証明書 1,814

7,995

印鑑登録証明書 4,374 5,396 4,903

2,289 1,542

戸籍個人事項証明書 607 679 347
除籍全部（個人）事項証明書
平成改製原戸籍謄抄本 160 199 160

戸籍の附票 152 189 126

身分証明書 147 160 160

記載事項証明 218 222 183

外国人登録記載事項証明

4,695,600

小　計 17,322 15,416

40,262

手数料収入（円） 4,673,250 5,611,200

60,057
図
書

人数 13,765 20,630

返却 65,548 66,592

20,351

貸出 36,293 57,201
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※外国人登録記載事項証明は平成24年7月9日外登法廃止により廃止

区　分 28年度 29年度 30年度 元年度 ２年度

233,872 249,837 287,558 288,003314,744

246,694

95,877 92,717

192,423 204,101

28,605,300 28,536,150

図
書 268,967

78,536

249,536

105,275

21,874,050手数料収入（円） 26,470,350 25,271,400

83,286

合　計 81,559 77,893 87,586 87,262 71,143

外国人登録記載事項証明

記載事項証明 1,219 1,331 1,475 1,391 1,060

身分証明書 712 687 813 900 628

戸籍の附票 675 828 838 864 596

除籍全部（個人）事項証明書
平成改製原戸籍謄抄本 1,199 1,124 1,262 1,352 921

戸籍個人事項証明書 3,257 3,655 4,078 3,838 1,767

21,294 23,694 23,739 18,591

戸籍全部事項証明書 11,695 11,709 13,531 13,756 8,452

サ
ー
ビ
ス
コ
ー
ナ
ー
計

住民票の写し 39,588 37,265 41,895 41,422 39,128

印鑑登録証明書 23,214

人数

貸出

返却
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１０．住居表示管理事務

◆予算額　　　6,016千円

◆目　的　　　街区方式により整然と住居番号を付番することによって、住居番号が住所の基礎

　　　　　　　となり、区民生活の利便性の向上と併せて、来訪者の利便を図る。

◆根拠法令等　住居表示に関する法律　（制定　昭和３７年５月１０日法律第１１９号）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（改正　平成２６年５月３０日法律第４２号）

　　　　　　　住居表示に関する条例　（制定　昭和３８年１２月１４日条例第２６号）

◆内　容　　

（１）管理対象　　　面積２２．８４ｋ㎡（町丁目数１３０　街区数２，４７９）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（改正　平成２５年法律第２８号）（２）住居表示実施率　　１００％(昭和３９年１月～昭和４２年２月）

（３）住居番号の付定　　新築建物に対して住居番号を付ける．

（４）街区案内板・補修・清掃

（５）住居表示変更証明書の交付

◆　執行実績

(１）　住居番号の付定　　　　

２８年度　８０１件　　　　

２９年度　８９７件　　　　

３０年度　８６９件　　　　

　元年度　９１１件　　　　

　２年度　８９３件　　　　

（２）　街区案内板の維持・管理　　  　 設置総数　７３基

（３）　住居表示変更証明書の交付　　

２８年度　１２１件　（有料分２５件　　７，５００円）

２９年度　１１８件　（有料分１５件　　４，５００円）

３０年度　１２７件　（有料分１３件　　３，９００円）

　元年度　　９２件　（有料分１７件　　５，１００円）

　２年度　　９３件　（有料分１６件　　４，８００円）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１４年度

                            　　　　　         板面定期清掃　年３回

住民異動担当
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１１．個人番号カード交付等事務

◆予算額　    380,812千円

◆目　的　

　行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成２５年法律

第２７号）第６３条に規定する第１号法定受託事務として、個人番号の付番やマイナンバーカ

　　　　　行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（制定　平成２５年５月３１日法律第　２７号）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（改正　平成３０年７月　６日法律第　７１号）

　　　　　地方公共団体情報システム機構法（制定　平成２５年５月３１日法律第　２９号）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（改正　平成２９年５月２４日法律第　３６号）

　　　　　電子署名に係る地方公共団体情報システム機構の認証業務に関する法律

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（制定　平成１４年１２月１３日法律１５３号）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（改正　平成２７年　３月３１日法律第　９号）

◆内　容　　  

番号制度に係る業務

（1）マイナンバーカード交付　　平成28年1月開始

① 交付希望者は、マイナンバーカード交付申請書を地方公共団体情報システム機構

（以下「機構」という）へ郵送

② マイナンバーカード・交付通知書の作成について、機構へ委任

③ 機構よりマイナンバーカード等が作成され、区に送付される。

④ 区にて、交付するための事前準備作業後、交付通知書を申請者へ送付

⑤ 戸籍住民課においてマイナンバーカード交付

窓口での交付手順

ア 本人確認

イ 通知カードを区に返還（住基カード所有者は住基カードも返納）

ウ 暗証番号の設定

（令和3年度　交付強化事業）
区役所特設会場での土曜交付開始　（令和3年6月～）

（2）コンビニにおける住民票等の各種証明書の自動交付業務　平成28年9月開始

① マイナンバーカードを利用して、住民票等の各種証明書をコンビニに設置

されているマルチコピー機で取得できるサービス

② 全国のマルチコピー機設置のコンビニエンスストア

③ 6:30～23:00の間利用可能（年末年始およびシステム保守日除く）

④ 住民票、印鑑証明、戸籍謄本・抄本、戸籍の附票、各税証明を交付

目黒行政サービスコーナー、荏原第一地域センターでの交付開始　（令和3年７月～）

住民異動担当

ード（個人番号カード）を交付する。

◆根拠法令等
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（3）情報連携・マイナポータル開始　　平成29年10月開始

① 国の機関間での情報連携

情報提供ネットワークを活用し、マイナンバーの付いた情報の連携を国の機関間に

おいてのみ開始するもの

② マイナポータル運用開始

行政機関がマイナンバーの付いた自分の情報をいつ、どことやりとりしたのか等の

情報を自宅のパソコン等から確認できるもの

（4）マイナンバーカード普及促進事業

① 住民票の写し、印鑑登録証明書、税証明を取得できるマルチコピー機を庁内に設置

し、利便性をＰＲする。（平成30年9月設置）

② マイナンバーカードと印鑑登録証の一元化を図る。（平成30年９月開始）

③ 文化センター等でマルチコピー機の体験型説明会を実施。

（平成31年2月2回実施）
④ 区内各種イベント等でＰＲ活動を行う。（10月夢さんばし等参加）
⑤ 申請時来庁方式（申請時のみ窓口に来庁し、後日マイナンバーカードを郵送）を
導入。（通年）

◆執行実績　(R3.3.31現在）

（1）返戻された通知カード・個人番号通知書交付

（2）通知カード再交付

（3）マイナンバーカード交付

（4）マイナンバーカード再交付

交付 11,740 10,925

598

29年度 30年度

合　計

16,472

2,416

293

交付 615

2,962

29年度 30年度

返戻 953

元年度

829

683

　地域センター 634

907

565

　住民異動係

29年度 元年度

元年度

1,573

6 4

1,238

2,097

690

576

602

小計

12
4
16

29
11
40

　住民異動係 210

30年度

　国庫補助対象分

　手数料免除分

16,331

13,282

申請 9,051

348 517

区分／年度

1,162

　手数料免除分 8

　国庫補助対象分

693

301 696

2,266

計

計

合　計 226 388 588

55
16
71

有料分

無料分

２年度

287

251

２年度

123

30年度

158

元年度区分／年度 29年度

150

281

91

2
93

374

1,796 1,814

14
164

1,060

無料分

有料分

２年度

83,467

39,581

２年度

896
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